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１ 事前都市復興計画の概要 

（１）富士市事前都市復興計画とは 

発災後、迅速かつ着実に復興まちづくりを進めることができるよう、あらかじめ、復興の課題
を想定し、復興まちづくりの方向性や進め方等を定めた計画です。 

 

（２）計画改定の背景 

本市では、巨⼤地震の発⽣による甚⼤な被害からの迅速かつ着実な復興を実現するため、平成
28（2016）年３⽉に、市⺠・事業者・⾏政が復興まちづくりの目標や基本方針を共有する「復
興ビジョン編」、復興の⾏動指針となる「復興プロセス編」で構成される「富⼠市事前都市復興計
画」（以下「本計画」という）を策定し、市内各地域において復興まちづくり訓練を実施するなど、
事前都市復興の推進に向けた様々な取組を⾏っています。 

本計画策定以降、国による「復興まちづくりのための事前準備ガイドライン（平成 30（2018）
年７⽉）」や「事前復興まちづくり計画検討のためのガイドライン（令和５（2023）年７⽉）」の
策定・公表に加え、本市においても、「第六次富⼠市総合計画（令和４（2022）年３⽉）」や⻑期
的な都市づくりの考え方等を⽰す「第三次富⼠市都市計画マスタープラン（令和６（2024）年３
⽉）」及び「富⼠市⽴地適正化計画（令和６（2024）年３⽉）」の策定・改定を⾏いました。 

また、近年では気候変動等によって、⾃然災害の激甚化・頻発化が顕著となっており、熊本地
震や能登半島地震をはじめとした地震災害、平成 30 年７⽉豪⾬や令和元年東⽇本台風といった
⼤⾬に起因する災害など、全国各地で⼤規模な⾃然災害が発⽣しています。このような中、令和
６（2024）年８⽉８⽇には宮崎県⽇向灘を震源とする地震が発⽣し、南海トラフ地震臨時情報
（巨⼤地震注意）が発表されるなど、防災・減災に対する意識も増々⾼まっています。 

こうしたことから、国が⽰すガイドラインや新たに策定・改定した上位関連計画との整合を図
るとともに、想定される⾃然災害へのリスク等を検証するなど、発災前から復興に向けた準備を
⾏い、被災しても迅速かつ着実に復興を進めることができるよう、本計画の改定を⾏うものです。 
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富士市事前都市復興計画 

（３）計画の役割 

 
 
発災前から、復興に向けた基本的な考え方を市⺠・事業者・⾏政が共有し、復興の進め方や役

割を理解することで、「復興計画」等の早期策定につなげることができます。 

 
 
「都市計画マスタープラン」とは、本市の⻑期的な都市づくりの考え方等を⽰した計画です。

発災によりまちづくりが停滞することが想定されますが、本計画を踏まえ、発災後の状況に応じ
た施策を展開することにより、発災後も「都市計画マスタープラン」に即したまちづくりを推進
します。 

 

（４）計画の位置付け 

 

 
 
本計画は、本市の総合的なまちづくりの指針である「富⼠市総合計画」、本市の都市づくりの方

向性等について定めた「富⼠市都市計画マスタープラン」、本市の防災対策等について定めた「富
⼠市地域防災計画」（以下「地域防災計画」という）を上位計画とし、防災やまちづくり等につい
て定めた各種関連計画と整合・連携を図って策定しています。 

 
 
発災後に策定する「復興計画」については、本計画を踏まえ策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民・事業者・行政の考えを反映した復興計画の早期策定につなげる 

「都市計画マスタープラン」に即した復興まちづくりを推進する 

「総合計画」、「都市計画マスタープラン」、「地域防災計画」を 

上位計画とし、関連計画と整合・連携を図る 

発災後は、本計画を踏まえて「復興計画」を策定する 

富士市復興計画 

発災後 

復興まちづくりの展開 

富士市事前都市復興計画 

即す 

整合・連携 

本計画を踏まえ策定 

◆富⼠市⽴地適正化計画 
◆富⼠市国土強靭化地域計画 
◆富⼠市地域福祉計画 
◆富⼠市津波避難⾏動計画 
◆田子の浦港振興ビジョン 
◆富⼠市業務継続計画    など 

関連計画 

◆富⼠市総合計画 
◆富⼠市都市計画マスタープラン 
◆富⼠市地域防災計画 

上位計画 
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２ 事前都市復興計画の構成 

本計画は、市⺠・事業者・⾏政が復興まちづくりの方向性を共有する「復興ビジョン編」、復興
の進め方を⽰す「復興プロセス編」で構成します。 

また、本計画をもとに⾏政職員向けとして、復興まちづくりに係る⾏政の業務内容や⼿順等を
定める「富⼠市事前都市復興計画⾏動マニュアル」（別冊）（以下「⾏動マニュアル」という）を
策定しています。 
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「復興まちづくりの方向性を共有す
る」ことを⼤目的とし、発災後の復
興まちづくりの目標や目標を達成す
るための基本方針等を⽰します。 

「市⺠・事業者と⾏政の協働による
復興の進め方を共有する」ことを⼤
目的とし、被災後の市⺠・事業者全
体の⾏動指針となるよう、地域⼒を
活かした復興まちづくりを⾏うため
の様々な仕組みや取組を⽰します。 

本計画で定めた内容を踏まえ、⾏政
職員の⾏動計画として、復興まちづ
くりに係る⾏政の業務内容や⼿順等
について定めます。 

復
興
ビ
ジ
⌰
ン
編 

■復興ビジョン編の概要 
■富⼠市の現状等 
■復興まちづくりの課題 
■復興まちづくりの基本理念 
■復興まちづくりの目標及び基本方針 

復
興
プ
ロ
セ
ス
編 

■復興プロセス編の概要 
■復興まちづくりのながれ 
■復興まちづくりの体制 
■分野別の復興プロセス 
■復興まちづくりへの意識向上の取組 

富士市事前都市復興計画行動マニュアル 

 

 

 

 

 

■マニュアルの概要 
■被害状況等の把握 
■分野別の復興に係る業務・⼿順 
■その他支援策          など 
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【参考】復興計画とは 

⼤規模な災害発⽣による被災後、⼤
規模災害復興法に基づき、市町村は被
災した⾃治体全域での復興に関する理
念や目標、各種施策を総合的、体系的
にとりまとめた復興計画を作成するこ
とができるとされています。 

この被災後の復興計画や復興まちづ
くり計画を策定する際、事前復興まち
づくり計画（本計画）を踏まえること
で速やかな計画策定や復興事業の着⼿
につながります。 

 
 
 

【事例】⽯川県志賀町令和６年能登半島地震復興計画 
志賀町令和 6 年能登半島地震復興計画は、「第２次志賀町総合計画（平成 29 年３⽉策定）」

に掲げる将来像「魅⼒と笑顔にあふれ、未来に躍進するまち」の実現に向けて、各種計画に基
づく事業と連携する計画とし、「⽯川県創造的復興プラン」（令和６年６⽉策定）を踏まえなが
ら 14 施策、43 取組項目、87 プロジェクトを掲げ、復興を推進していくものとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事前復興まちづくり計画と大規模災害発災後に策定する計画の関係】 

資料：事前復興まちづくり計画検討のためのガイドライン（国土交通省） 

資料：志賀町令和６年能登半島地震復興計画（概要版） 

上位関連計画 
（総合計画等） 

被災前 被災後 

事前復興まちづくり計画 

都道府県復興方針 
（⼤規模災害復興法第 9 条） 

国復興基本方針 
（⼤規模災害復興法第 8 条） 

市町村復興計画 
（⼤規模災害復興法第 10 条）

 〇復興計画の区域 
〇復興計画の目標 
〇⼈口の⾒通し 
〇土地利用方針 
〇その他基本となる事項等 
〇復興整備事業に係る事項 
〇復興計画の期間     等 

平時の復興事前準備の取組みの 
基本的な方針としても活用 

調整・整合 

事前復興 
まちづくり計画を 

踏まえて策定 




